
一
昨
年
冬
の
安
倍
政
権
発
足
以
来
、
そ
の
経
済
政
策
（
い
わ
ゆ
る
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」）
発
動
と
軌
を
一
に
し
て
、
株
式
市
場
で

は
株
価
が
上
昇
、
出
来
高
も
増
加
を
み
せ
、
最
近
一
年
半
の
証
券
会
社
決
算
は
こ
れ
ま
で
と
様
変
わ
り
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
東
証

総
合
取
引
参
加
者
（
九
七
社
）
の
前
年
度
中
間
期
（
二
〇
一
三
年
四
月
〜
九
月
）
決
算
数
値
を
み
る
と
、
現
物
株
券
委
託
手
数
料
は

四
二
百
億
円
強
（
前
年
同
期
―
以
下
同
じ
―
の
三
・
二
倍
）、
純
営
業
収
益
に
占
め
る
割
合
も
二
二
・
一
％
（
一
二
・
二
％
か
ら
約

一
〇
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）
に
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
伴
い
、
九
七
社
の
う
ち
黒
字
会
社
は
経
常
利
益
ベ
ー
ス
で
八
九
社
（
三
七
社
）、

純
利
益
ベ
ー
ス
で
九
一
社
（
四
四
社
）
と
な
っ
て
い
る
。

下
期
を
含
む
年
度
決
算
は
ま
だ
公
表
さ
れ
て
い
な
い
が
、
株
価
は
昨
年
五
月
下
旬
以
来
、
ほ
ぼ
横
ば
い
状
態
な
が
ら
現
物
株
式
出

来
高
は
上
期
と
比
べ
一
割
減
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
の
で
（
１
）、

現
物
株
委
託
手
数
料
は
約
八
〇
〇
〇
億
円
と
推
察
さ
れ
る
。
こ
の
数
字
は
、

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
直
前
の
二
〇
〇
八
年
三
月
期
実
績
と
ほ
ぼ
同
水
準
と
見
込
ま
れ
る
。

こ
れ
を
み
る
と
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
長
い
不
況
に
耐
え
て
さ
え
い
れ
ば
、
相
場
の
好
転
で
証
券
経
営
は
何
と
か
な
る

も
の
だ
、
と
思
う
人
も
多
い
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
株
式
ブ
ロ
ー
カ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
の
収
益
が
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
前
に
戻
っ
た
と

は
い
っ
て
も
、
ま
っ
た
く
同
じ
風
景
と
い
う
わ
け
で
は
な
さ
そ
う
で
あ
る
。
全
体
を
見
渡
せ
る
決
算
数
値
か
ら
把
握
で
き
る
変
化
は

限
ら
れ
て
い
る
の
だ
が
、
こ
の
間
の
証
券
会
社
決
算
を
手
掛
か
り
に
、
そ
こ
か
ら
読
み
取
れ
る
い
く
つ
か
の
事
実
を
整
理
し
て
み
よ

う
。

（1）

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
の
証
券
決
算

二
上
季
代
司



１
　
低
下
す
る
日
本
株
ブ
ロ
ー
カ
ー
業
務
へ
の
依
存
度

日
本
株
の
市
況
は
、
小
泉
政
権
下
で
不
良
債
権
処
理
に
目

鼻
が
つ
い
た
二
〇
〇
三
年
春
か
ら
上
昇
し
、
二
〇
〇
七
年
夏

の
バ
リ
バ
・
シ
ョ
ッ
ク
で
頭
打
ち
と
な
り
、
翌
年
の
リ
ー
マ

ン
・
シ
ョ
ッ
ク
で
反
転
、
下
降
し
、
再
び
二
〇
一
二
年
末
の

国
会
解
散
で
好
転
す
る
と
い
う
循
環
を
描
い
て
い
る
。
表
１

は
、
こ
の
一
〇
年
間
に
わ
た
る
証
券
会
社
決
算
（
東
証
総
合

取
引
参
加
者
ベ
ー
ス
）
か
ら
、
現
物
株
委
託
手
数
料
の
実
額
、

販
売
管
理
費
に
対
す
る
割
合
、
純
営
業
収
益
に
占
め
る
割
合
、

な
ら
び
に
経
常
損
益
ベ
ー
ス
の
黒
字
（
赤
字
）
会
社
の
数
を

見
た
も
の
で
あ
る
。
参
考
ま
で
に
東
証
一
部
の
一
日
平
均
取

引
高
推
移
を
右
欄
に
挙
げ
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
二
〇
一
三
年
以
降
の
株
式
現
物
委
託
手

数
料
の
実
額
は
年
換
算
ベ
ー
ス
で
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
直

前
の
〇
八
年
度
を
上
回
る
ま
で
に
回
復
し
て
い
る
。
た
だ
し
、

純
営
業
収
益
に
占
め
る
割
合
は
〇
八
年
度
よ
り
は
や
や
低
め

に
な
る
半
面
、
販
売
管
理
費
に
対
す
る
カ
バ
ー
率
は
数
ポ
イ

ン
ト
高
く
な
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
こ
こ
数
年
、
現
物
株

（2）

表１　日本株ブローカー業務の証券会社収益性に対する寄与度

（出所）東証「総合取引参加者決算概況」および「統計資料」より作成
（注）１．決算年度は前年４月～当年３月。2013年度（下）の黒字会社は算出することができないので、

2013年度通年ベースの数字である。
２．手数料率は現物株委託手数料を受託売買代金で除したもの。
３．東証１部１日平均取引高は、証券決算年度に合わせて再計算している。

2014年度（上）

決算年度

12
8

東証総合取引参加者

18,346
28,121

2013年度（下） 2,583 91
4,209 97

参考

79
89

株券現物
委託手数
料（億円）

参加
者数

うち
経常
黒字

うち
経常
赤字

東証１部１
日平均取引
高（億円）

2003年度 4,387 108 22 86 7,290
2004年度 7,774 108 100 8 11,453
2005年度 8,443 108 95 13 13,287

2012年度 3,148 97 35 62 12,853
2013年度（上） 1,317 93 37 56 11,237

販売管理
費に対す
る割合

純営業収
益に占め
る割合

株券委
託手数
料率

23.2％ 21.6％ 0.19％
37.8％ 27.6％ 0.19％
39.1％ 29.4％ 0.17％

2006年度 12,873 49.6％ 30.0％ 0.15％ 107 103 4 22,522
2007年度 9,292 32.9％ 24.3％ 0.09％ 110 90 20 26,631
2008年度 7,801 27.4％ 22.6％ 0.08％ 110 60 50 28,790
2009年度 4,980 20.2％ 23.4％ 0.07％ 107 27 80 20,079
2010年度 4,574 18.7％ 16.4％ 0.08％ 106 46 60 15,300
2011年度 4,107 17.4％ 17.2％ 0.07％ 102 38 64 15,324

15.2％ 14.1％ 0.06％
13.0％ 12.2％ 0.05％
23.8％ 16.6％ 0.06％
35.1％ 22.1％ 0.06％



式
の
ブ
ロ
ー
カ
ー
業
務
以
外
の
収
益
源
多
様
化
が
徐
々
に
進
ん
だ
こ
と
、
同
時
に
ま
た
コ
ス
ト
削
減
へ
の
努
力
が
実
を
結
び
は
じ
め

た
こ
と
、
こ
れ
ら
が
数
字
に
反
映
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
東
証
取
引
参
加
者
の
多
く
が
経
常
黒
字
に
転
換
、
赤
字
会

社
は
八
社
に
減
少
し
て
い
る
。

な
お
、
東
証
一
部
銘
柄
の
一
日
平
均
取
引
高
は
〇
八
年
当
時
と
比
べ
ほ
ぼ
同
水
準
、
し
か
も
手
数
料
率
が
〇
・
〇
二
％
低
い
水
準

な
が
ら
、
現
物
株
の
委
託
手
数
料
の
絶
対
額
は
む
し
ろ
年
換
算
ベ
ー
ス
で
一
割
近
く
多
く
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
を
ど
の
よ
う
に
考
え

れ
ば
よ
い
か
。

ひ
と
つ
は
、
現
物
株
の
受
託
売
買
比
率
が
、
〇
八
年
度
は
六
五
％
に
対
し
、
一
四
年
度
（
上
）
は
八
三
％
と
上
昇
し
て
い
る
こ
と

が
あ
げ
ら
れ
る
。
た
だ
、
東
証
一
部
出
来
高
が
変
わ
っ
て
い
な
い
の
に
、
株
式
の
総
売
買
代
金
そ
れ
自
体
が
一
日
平
均
六
・
五
兆
円

か
ら
六
・
九
兆
円
と
四
〇
〇
〇
億
円
（
片
道
計
算
で
二
〇
〇
〇
億
円
）
の
増
加
で
あ
る
。
と
す
れ
ば
、
東
証
一
部
以
外
に
増
加
し
た

現
物
株
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

そ
こ
で
二
部
銘
柄
や
新
興
株
銘
柄
と
り
わ
け
マ
ザ
ー
ズ
銘
柄
の
出
来
高
を
見
る
と
、
東
証
二
部
お
よ
び
マ
ザ
ー
ズ
の
取
引
高
は
、

対
〇
八
年
度
比
較
で
は
合
計
で
五
七
八
億
円
（
片
道
計
算
）
の
増
加
で
あ
る
。
昨
年
七
月
に
大
証
の
現
物
市
場
が
東
証
に
統
合
さ
れ

る
な
ど
若
干
の
異
動
が
あ
る
が
、
大
証
銘
柄
や
地
方
銘
柄
は
む
し
ろ
同
じ
期
間
比
較
で
は
減
少
し
て
い
る
。
そ
こ
で
片
道
計
算
で
一

日
平
均
一
五
〇
〇
億
円
も
増
加
し
た
現
物
株
は
日
本
株
以
外
す
な
わ
ち
海
外
株
と
い
う
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
（
２
）。

海
外
株
の
執
行
方
法
と
し
て
は
、
海
外
市
場
へ
の
注
文
を
受
託
す
る
「
外
国
取
引
」
と
、
国
内
で
仕
切
り
売
買
を
お
こ
な
う
「
国

内
店
頭
取
引
」
が
あ
る
。
香
港
、
中
国
、
韓
国
そ
の
他
ア
セ
ア
ン
な
ど
ア
ジ
ア
株
に
つ
い
て
は
委
託
手
数
料
と
し
て
計
上
す
る
「
外

国
取
引
」
が
多
く
、
米
国
株
に
つ
い
て
は
「
国
内
店
頭
取
引
」
が
多
い
よ
う
で
あ
る
。
と
す
る
と
、
ア
ジ
ア
な
ど
海
外
新
興
株
の
受

託
が
増
え
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
ろ
う
か
。

（3）



い
ず
れ
に
せ
よ
、
日
本
株
ブ
ロ
ー
カ
ー
業
務
へ
の
依
存
度
は
、

最
近
の
表
面
的
な
活
況
ぶ
り
の
裏
側
で
徐
々
に
低
下
し
つ
つ
あ

る
。２

　
主
要
収
入
費
用
項
目
の
変
化

次
に
、
相
場
循
環
の
始
ま
り
と
な
っ
た
二
〇
〇
三
年
四
月
以
降

の
変
化
を
み
る
た
め
、
循
環
の
始
点
と
な
る
二
〇
〇
三
年
度
を
基

準
年
と
し
て
、
純
営
業
収
益
が
ピ
ー
ク
を
見
せ
る
〇
六
年
度
、
日

本
株
市
況
が
ピ
ー
ク
を
打
つ
〇
七
年
度
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

直
前
の
〇
八
年
度
、
ボ
ト
ム
と
な
る
一
三
年
度
（
上
期
）、
そ
し

て
現
在
（
一
四
年
度
上
期
）
の
五
つ
の
時
点
を
と
っ
て
主
要
収
入

費
用
項
目
が
ど
う
変
化
し
た
か
を
見
て
お
こ
う
。
こ
れ
が
表
２
で

あ
る
。

最
初
に
主
要
収
入
項
目
か
ら
み
て
み
よ
う
。
ま
ず
株
券
現
物
手

数
料
は
ピ
ー
ク
と
ボ
ト
ム
の
格
差
が
大
き
く
収
入
源
と
し
て
非
常

に
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ
が
高
い
こ
と
が
分
か
る
。
他
方
、
募
集
手
数

料
は
比
較
的
、
安
定
的
に
推
移
し
つ
つ
増
加
傾
向
に
あ
る
。
ち
な

み
に
安
定
収
益
源
と
さ
れ
る
投
信
の
代
行
手
数
料
は
「
そ
の
他
手

（4）

表２　主要収入費用項目の推移

（出所）東証「総合取引参加者決算概況」および投信協会「統計資料」より作成
（注）2003年３月期を基準値として算出。

うち人件費

2006年度

1.27
1.16

販売・一般管理費 1.37
1.40

2014年度（上）
2.93 1.92

引受手数料 1.96 1.32

株式投信残高 2.15 3.40
売買損益 1.92 2.05

信用取引 1.36 0.53
純営業収益 2.12 1.88

2.12 0.60 0.60
1.70 0.85 0.85

2.71 2.67 2.44
1.48 1.02 1.24

株券など 2.87 1.37 0.64 －0.21 1.72
債券等 0.93 1.17 1.68 1.71 2.38
そのほか 4.94 3.86 －1.88 3.39 1.17
金融収入 1.79 2.43 3.16 1.24 1.37
信用取引 3.01 3.30 3.13 1.32 2.47
金融費用 1.95 2.87 3.75 1.26 1.31

1.31 1.39 0.45
1.88 1.70 1.07
1.49 1.51 1.07
1.46 1.40 0.98

2007年度 2008年度 2013年度（上）
株券現物手数料

募集手数料 2.49 2.89 2.44 2.44 4.10
その他手数料 1.86 2.00 0.95 0.95 1.38
（参考）



数
料
」
に
含
ま
れ
る
が
、
外
見
上
、
そ
れ
ほ
ど
安
定
的
に
は
見
え
な
い
。「
そ
の
他
手
数
料
」
に
は
委
託
・
引
受
・
募
集
の
い
ず
れ

に
も
入
ら
な
い
多
様
な
手
数
料
収
入
が
含
ま
れ
て
い
る
が
、
大
き
な
項
目
と
し
て
は
、
Ｍ
＆
Ａ
な
ど
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ア
ド
バ
イ
ザ

リ
ー
関
連
手
数
料
と
投
信
代
行
手
数
料
で
あ
る
。
前
者
は
外
資
系
証
券
お
よ
び
大
手
証
券
に
よ
る
取
り
扱
い
が
多
い
。

投
信
代
行
手
数
料
は
証
券
会
社
の
投
信
預
か
り
残
高
に
比
例
す
る
が
、
料
率
は
「
株
式
投
資
」
に
分
類
さ
れ
る
投
信
残
高
が
も
っ

と
も
高
い
。
そ
こ
で
、
表
２
に
は
投
資
信
託
協
会
「
統
計
資
料
」
の
販
売
体
別
残
高
よ
り
、
〇
三
年
三
月
末
一
〇
・
五
兆
円
を
基
準

値
と
し
て
、
〇
六
年
、
〇
七
年
、
〇
八
年
の
三
月
末
、
一
二
年
、
一
三
年
の
九
月
末
の
数
値
を
算
出
し
て
あ
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
株

式
投
信
預
り
残
高
は
安
定
的
に
推
移
し
、
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
投
信
代
行
手
数
料
は
安
定
収
益
源
に
育
っ
て
き
て
い
る
と

考
え
て
よ
い
だ
ろ
う
（
３
）。

次
に
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
益
を
見
る
と
、
基
準
年
の
〇
三
年
当
時
で
既
に
債
券
売
買
益
の
ウ
ェ
イ
ト
は
約
六
割
近
く
で
最
大
の
シ
ェ

ア
と
な
っ
て
い
る
（
４
）。

そ
し
て
債
券
売
買
益
は
株
式
よ
り
も
ボ
ラ
テ
ィ
リ
テ
ィ
が
低
く
増
加
傾
向
に
あ
る
。
こ
の
債
券
売
買
益
は
外
債

販
売
に
伴
う
ス
プ
レ
ッ
ド
に
よ
る
も
の
が
多
い
と
言
わ
れ
て
い
る
。

目
を
転
じ
て
、
販
売
管
理
費
を
見
る
と
、
純
営
業
収
益
の
数
値
よ
り
も
常
に
低
く
、
こ
の
間
、
コ
ス
ト
削
減
に
取
り
組
ん
で
き
た

こ
と
が
伺
え
る
。
こ
の
う
ち
最
大
費
目
の
人
件
費
を
見
る
と
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
、
販
売
管
理
費
一
般
の
推
移
を
さ
ら
に
下

回
る
数
値
を
示
し
て
い
る
。
証
券
人
口
は
〇
二
年
末
当
時
、
八
・
九
万
人
（
う
ち
外
務
員
七
・
二
万
人
）
だ
っ
た
が
、
こ
れ
を
基
準

年
と
す
る
と
〇
五
年
末
〇
・
九
九
、
〇
六
年
末
一
・
〇
四
、
〇
七
年
末
一
・
一
一
（
九
・
九
万
人
）、
一
二
年
六
月
末
〇
・
九
七
、

一
三
年
六
月
末
〇
・
九
四
（
八
・
四
万
人
）
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
人
件
費
は
よ
り
大
き
く
変
動
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
実

績
給
の
割
合
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
こ
と
を
反
映
し
て
い
る
。

ま
た
、
前
掲
表
１
を
見
て
も
、
こ
の
間
、
総
合
取
引
参
加
者
の
数
は
一
一
〇
社
か
ら
九
七
社
へ
と
一
割
減
少
し
て
い
る
。
自
主
廃

（5）



業
や
吸
収
合
併
が
進
ん
で
い
る
の
で
あ
る
。
コ
ス
ト
対
策
と
し
て
は
、
ミ
ド
ル
・
バ
ッ
ク
オ
フ
ィ
ス
を
分
離
し
、
こ
れ
を
同
業
者
に

外
部
委
託
す
る
動
き
も
み
ら
れ
る
。
さ
ら
に
進
ん
で
、
金
融
商
品
仲
介
業
や
投
資
顧
問
業
に
業
態
転
換
し
て
フ
ロ
ン
ト
営
業
は
維
持

し
つ
つ
、
注
文
執
行
や
受
け
渡
し
・
口
座
管
理
等
は
他
社
に
取
り
次
ぐ
と
い
っ
た
動
き
も
み
ら
れ
る
。
究
極
の
コ
ス
ト
対
策
と
言
っ

て
よ
い
だ
ろ
う
。

全
体
を
俯
瞰
で
き
る
統
計
数
字
か
ら
言
え
る
こ
と
は
、
こ
の
程
度
で
あ
る
が
、
こ
れ
よ
り
さ
ら
に
進
ん
で
明
ら
か
に
す
る
た
め
に

は
個
社
の
財
務
デ
ー
タ
そ
の
ほ
か
か
ら
推
測
す
る
よ
り
他
に
な
い
。
こ
れ
は
他
日
に
委
ね
た
い
。

注（
１
）

東
証
一
部
上
場
株
式
の
一
日
平
均
売
買
代
金
は
、
二
〇
一
三
年
四
月
〜
九
月
で
は
二
兆
八
一
二
一
億
円
に
対
し
、
一
〇
月
〜
一
四
年
二
月

（
五
ヶ
月
間
）
で
は
一
割
減
の
二
兆
五
三
八
〇
億
円
で
あ
っ
た
。

（
２
）

近
年
、
急
増
す
る
Ｅ
Ｔ
Ｆ
も
考
え
ら
れ
る
。
も
っ
と
も
、
こ
の
委
託
手
数
料
は
、
別
途
、「
受
益
証
券
委
託
手
数
料
」
に
計
上
さ
れ
て
い

る
。

（
３
）

ち
な
み
に
東
証
の
決
算
概
況
に
よ
る
と
、
〇
三
年
四
月
〜
〇
六
年
三
月
ま
で
の
「
そ
の
他
手
数
料
」
累
計
額
は
二
兆
五
一
一
六
億
円
で
あ

り
、
こ
の
う
ち
外
国
証
券
（
東
京
支
店
）
は
一
兆
四
〇
四
七
億
円
す
な
わ
ち
五
六
％
を
占
め
て
い
る
。
外
国
証
券
東
京
支
店
は
自
己
資
本

比
率
規
制
そ
の
ほ
か
の
証
券
会
社
監
督
の
面
で
国
内
証
券
会
社
化
が
望
ま
し
い
こ
と
か
ら
、
二
〇
〇
六
年
末
以
降
、
相
次
い
で
日
本
法
に

基
づ
く
子
会
社
へ
と
改
組
さ
れ
た
。
こ
の
た
め
統
計
的
に
は
国
内
証
券
会
社
扱
い
と
な
り
、
外
資
系
証
券
会
社
の
決
算
数
値
の
特
殊
性
は

む
し
ろ
見
え
な
く
な
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
確
定
的
な
こ
と
は
言
え
な
い
の
だ
が
、「
そ
の
他
手
数
料
」
の
大
き
な
変
動
は
外
資
系
証
券
会

社
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
変
化
に
左
右
さ
れ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
、
と
考
え
ら
れ
る
。
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（
４
）

〇
三
年
度
の
東
証
総
合
取
引
参
加
者
の
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
益
は
五
五
五
九
億
円
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
債
券
は
三
二
五
七
億
円
で
五
八
・

六
％
を
占
め
る
。

（
に
か
み
　
き
よ
し
・
客
員
研
究
員
）

（7）


